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○橋本委員長 質疑の申出がございますので、順次これを許します。山井和則君。 

○山井委員 二十五分間、質問をさせていただきます。 

 今日の配付資料一面にありますように、この間、三月以降、この衆議院厚生労働委員会でも、私も数回にわたっ

てアダルトビデオの出演被害問題について質問をさせていただいております。 

 それで、この間、本当に、齋藤理事、伊佐理事を始めとして、自民党、公明党、各党の皆さんのお力によって、

近々内閣委員会でこの法案も可決し、六月上旬には成立するのではないかというふうに思っております。 

 本当に、もちろんこれは内閣委員会で成立するわけですけれども、齋藤理事の力がなかったら、この法案は成

立していなかったのではないかと。最初の集会に自民党で来てくださったのは齋藤理事で、自民党を代表して挨

拶されたのは齋藤理事で、この問題は何とか解決するということを本当に決意されたんですよ。それで、ああ、自

民党も熱心だなということになって、あれが三月二十三日ですから、今日が五月二十日と、二か月間で、本当に、

この厚生労働委員会の力もあって、この問題は一歩、一歩ですが前進しつつあります。 

 そして、後藤大臣とは昨日も参議院で少しお話しさせていただきましたけれども、残念ながら、ＡＶの出演被

害、好きこのんでアダルトビデオに、何というんですかね、本当の意味でと言ったら語弊があるかもしれません

が、自主的に出ている方は少なくて、多くの方の原因がやはり貧困問題、生活が苦しいと。 

 そういう意味では、今日もこの場で林局長と後藤大臣に質問させていただきますけれども、子供の貧困、女性

の貧困、そして一人親家庭の貧困等々、これはまさに厚生労働省の管轄ですから、この問題を解決しない限り、ア

ダルトビデオに出たら駄目ですよと言っても、どうやって生活していくのと。一番やはり残念なケースは、例え

ば家出中、今日も質問させていただきますが、居場所がなくなって、結局、寝る場所を確保するには、そういうア

ダルトビデオとか風俗とか、そういうものに頼らざるを得なかったという若い女性も多々おられるわけなんです

ね。そういうことを是非とも解決せねばと思っております。 

 それで、一つ、私、ニュースで驚きましたのが、動画販売サイトに未修正のわいせつな動画を投稿、二億円以上

稼いだか、男逮捕ということで、昨日、女子高生物などと言われるアダルトビデオを売って、二億円以上稼いだ男

が逮捕されました。これはまさに、私がこの委員会で資料を配付して、今も読み上げますが、四月一日法改正、十

八歳ＪＯ三年、今までためていた秘蔵映像ＪＯ第一弾ということで、こんなことが起こっていいのかということ

を国会で取り上げさせていただいて、無修正のわいせつな動画という容疑ですけれども、とにかく逮捕されまし

た。百十三本を販売し、二億九千四百万円を売り上げかというふうに言われております。 

 何が言いたいのかといいますと、私も、こういう問題を国会で取り上げるのはいかがなものかと私自身ちゅう

ちょはしましたけれども、駄目なものは駄目ということを国会で私たちが取り上げることによって、別に、私の

質問ですぐ捕まったと言う気はありませんけれども、そういうことも含めて、警察も動き、やはり私たちは、こう

いう子供、男性、女性、弱い立場の方を守るということが必要ではないかと思っております。 

 また、今日配付資料に入れさせていただきました、今日の配付資料の中に、カラーで十六ページを見ていただ

けますでしょうか。 

 つまり、今回、この性暴力の被害の方の相談に取り組んでおられるぱっぷすさんが本を出されまして、「ポルノ

被害の声を聞く デジタル性暴力」という本でありますけれども、やはりこの本の後書きを読んで、私、非常にシ

ョックを受けました。この本の後書き、最後にこう書いてあるんですね。性被害を打ち明けるという高いハード

ルを乗り越えて、ぱっぷすに相談を寄せてくださった方々の勇気ある行動に深甚なる謝意を表します、そして、

アダルトビデオ被害を受け、無念を晴らすことなく自死した女性たちのみたまにこの書物をささげますと。 

 残念ながら、このアダルトビデオ被害で自ら命を絶った方、無念のうちに、そういう方もおられるんですね。こ

のデジタル性暴力の深刻さ、たった一回の契約で、たった一回の契約で人生が破壊されかねない。 

 そして、この本の中にも、少し読み上げさせていただきますと、アダルトビデオに出演したことによってどの

ようなことが起こっているか。百二ページ、出演者は、社会的非難、嘲笑、蔑み等により見せ物とされる、さらさ

れる。特に出演名と実名とがひもづけされたとき、見せ物度は一層高まる。加害者によって性行為の映像を撮ら



れ、アダルトビデオとして本人の意に反して流布されたばかりに高校を退学させられた。アダルトビデオに出演

したことが大学側に知られて退学を迫られた。会社を退職させられた。あるいは職場でうわさを流されて、いた

たまれず退職した。就職面接でアダルトビデオ出演を知られ、断られた。アダルトビデオ出演を知った夫が離婚

を迫った。離婚した。婚約を解消させられた。子供のママ友グループに知られ、いづらくなったり、子供がいじめ

に遭った。地域社会から自分自身や家族が排除され、引っ越しを余儀なくされた。 

 そういう意味では、契約書にサインしたんでしょうと、したんでしょう、あなたがといっても、十八歳、十九歳

を始めとして、そういう方に、契約をさせたからといって一生デジタル性暴力でアダルトビデオが出回るのは、

これは契約だからしようがないで済むはずはないと思います。 

 そこで、今回、与野党力を合わせて法案を作りました。一番大きなポイントは、これについては、アダルトビデ

オ出演被害防止・救済法案ということで、今は、契約して出演してしまうと、相当の違法行為がないとなかなか販

売店へ回収ができませんが、今回は、画期的なのは、出演してアダルトビデオが販売されても、二年以内だった

ら、経過措置の二年間は二年、それ以降は一年ですけれども、最初二年間は、二年以内だったら無条件に契約解除

ができて、販売停止、アダルトビデオを回収ができる。そういう意味では、これはもう本当に被害者にとってはめ

ちゃくちゃ強い、強力な武器となる法案であります。 

 ところがというか、これ、今はこの法律がないから、この四月以降、未成年者取消権がなくなって、十八、十九

の方が契約させられて何とか解除してほしいという相談が今でも残念ながらもう出てきているけれども、今はな

かなか武器がないんですね。 

 ついては、内閣府の林局長さんにお伺いしたいんですが、これ、私たち、当然、超党派力を合わせて六月上旬に

は成立させたいと思っていまして、また、翌日施行なんですね。例えば、六月十日に成立したら、六月十一日以降

の契約は取り消せる。ところが、六月十日の契約が取り消せない、これは本当に大変なことになるんです。 

 ついては、この法案の中では、契約書の中に、疑問点や様々な、取り消したいとかそういうときには、各都道府

県にある性暴力、性犯罪被害者のためのワンストップ支援センターの連絡先を明記する、契約書に書くんですね。

そういうことになっておりますが、例えばこの法律が施行されて、電話しても、ワンストップ支援センターもそ

れほどアダルトビデオ被害に詳しいわけじゃないんですよね、はっきり言って、現時点では。 

 ついては、林局長に、まだこれは法案審査じゃありませんから、一般論としてお伺いしたいんですけれども、成

立したら翌日から施行される、そのときにはマニュアルがないと、こういうケースは無効になりますよとか、マ

ニュアルがないと相談に乗りようがないし、もっと言えば、被害者、業界、国民も、この法律はこういう権利があ

って、こういうところが無効で、こうすれば刑罰があるんですというＱアンドＡなりマニュアルを、相談員用、社

会用、私たち用に、是非、作るために、成立してから作り出したら遅くなりますから、今から準備をしていただき

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

○林政府参考人 お答え申し上げます。 

 あくまで一般論になって恐縮でございますが、新しい法律が施行される際には、御質問いただきましたＱアン

ドＡなど、法律の内容について関係する多くの方々に御理解いただくことが大変重要でございまして、私どもと

しても、必要な分かりやすい資料を取りまとめて周知を行っていくということが非常に重要と考えております。 

○山井委員 これは非常に重要です。 

 例えば、今回の法案では、今まででしたら、その日契約して、その場で撮影するというのが残念ながらあったん

ですね。でも、この法律では、契約してから一か月後でないと撮影できないとか、それとか、今までは簡単なぺら

っとした契約書で撮影したケースがありますけれども、今回は、詳細にどういう撮影をするかということを書か

ないと無効になるとか、そういうふうなことがございます。 

 それで、そういうふうなことも含めて、是非きっちりＱアンドＡを早急に作っていただきたいですし、そのた

めには、被害者の支援団体の方々の要望とか疑問とか、そういうものも聞きながら、早急にＱアンドＡを作って

いただきたいと思います。 

 それで、令和二年三月に一度、大々的なアダルトビデオ出演被害の実態調査が行われたんですが、是非、今回再

びやっていただきたいと思います。その内容を、是非、十三ページ、見ていただきたいんですけれども、私、ちょ



っと、にわか勉強で恐縮なんですけれども、私の立場で声を大にして言いたいのは、多くの被害者は、サインした

私が悪い、私が悪いと責めるんです。 

 でも、ここの十三ページの内閣府のアンケートにもあるように、仕事を選べる、嫌なことはしなくてよいなど

と説明を受けたから、これは、モデルとかいろいろそういうもののアルバイトをして性的画像を撮られてしまっ

たとか、そういう方のアンケート調査です、内閣府の。今言ったように、仕事は選べる、嫌なことはしなくていい

などと説明された、断ることができると思わなかったから、断ってもしつこく要求された、とにかくこの状況を

終わりにしたいと思ったから、個人情報を知られており、断ったらどうなるか不安だったということであります。 

 そして、この配付資料にもありますように、今回のこのぱっぷすさんの本にも書いてありますように、次、十五

ページ、見ていただけませんか。つまり、独り歩きする自由意思、内閣府の報告書に見える自発的ではない同意の

実態、ここなんです、この問題の本質は。同意なんですよ、でも、自発的じゃないんですよ。断れなかった、断り

切れなかったということなんです。 

 それで、その前にもあります、強要が駄目だと、だましたり脅したりしたら駄目だというんですけれども、強要

の実態は精神的な軟禁状態、立証の難しさ、それが立証できないんです。 

 そして、この十四ページにあります、第四章、ＡＶ出演強要問題から見える自発的ではない同意、自由意思と強

制のはざまで。だから今回、無条件で二年間取り消せると。これ、業者に厳しい、あるいは、いや、サインしたの

に何で無条件で取り消せるんや、おかしいやないかという議論はないわけではないんです。それに、かつ、私たち

は、少なくとも十八歳、十九歳には、五年間無条件で取り消せる取消権を要求をしておりました。 

 なぜかというと、私が言うのも僭越なんですけれども、自由意思で契約したといっても、それは自由意思と言

えないんですよ。断れなかったということなんですよ。断れなかったということで、一生そのデジタルタトゥー

を背負っていいのかということです。 

 ついては、この内閣府の令和二年の調査と同様の調査を、再度、この際、もう一回やるべきではないかと思いま

す。いかがでしょうか。 

○林政府参考人 お答え申し上げます。 

 内閣府では、先ほど委員御指摘の調査をいたしまして、この調査の結果を見ますと、例えば、若い女性の二四％、

四人に一人がモデルやアイドルなどの勧誘を受けた経験があり、また、モデルやアイドルなどの勧誘を受けたり

応募した経験のある女性のうち一三％、約七人に一人が、聞いていない、同意していない性的な行為などの撮影

の要求を受けたことがあるということで、若い世代には、このＡＶ出演被害の問題は大変身近な問題になってい

るというふうに認識をしております。 

 先週、山井委員も参加されていますＡＶ出演被害防止に関する各党実務者会合において、各党において協議す

る素案として、ＡＶ出演被害防止・救済法案が取りまとめられたと承知しております。 

 今回の議員立法の御議論の状況も踏まえ、私どもとしては、被害の実態把握など、必要な対応をしっかり検討

してまいりたいと存じます。 

○山井委員 是非、この法案の成立をすれば、それを機に、アダルトビデオ出演被害防止、救済、根絶の元年に今

年をしていただきたいと思います。 

 それと、それに加えて、残念ながら、一番私が不安に思っておりますのは、三月末で、五年間あった未成年者取

消権がなくなった。今回の任意解除は二年になったわけです。五年から二年に短くなってしまったわけですね。

そういうこともあって、先ほどの逮捕されたビデオもそうですけれども、十八歳、十九歳というのは狙われるん

ですよ。 

 ついては、実態調査の中で、二年後に見直すわけですから、ワンストップ支援センターでの相談状況や、ぱっぷ

すや被害者支援団体での相談状況、また、インターネット検索などにより、十八歳、十九歳や高校生の出演をうた

ったアダルトビデオの増減なども把握すべきではないでしょうか。 

 つまり、インターネットで高校生物、十八歳物、十九歳物が増えたら、この法案が成立しても効果はなかったと

いうことになりますから、インターネット検索とか、これは一議員とか、そういうものができるわけじゃありま

せんからね、毎日そんなことは、当然。やはりこれは、誰もやりたくない検索だとは思うんですけれども、こうい



うことをきっちり、どうなっているかを見ないと今後見直しをできないし、また私もこの件は国会質問したいと

思うんですが、今の実態把握について、いかがでしょうか。 

○林政府参考人 被害の実態把握につきましては、本当に大事な課題だというふうに認識をしております。 

 議員立法の議論の状況を踏まえ、私どもとしても、被害の実態把握など、必要なデータの収集など、必要な対応

をしっかり検討してまいりたいと思います。 

○山井委員 是非これは、現状把握しないと見直しもできませんし、二年以内の見直しになるわけですから、残

念ながら、法律ができても、アダルトビデオ業者が抜け道、脱法的なことを考えてどんどん被害者が増えている

のであれば、一年以内でもこれは早急に見直さねばなりません。 

 次、後藤大臣にお伺いをしたいと思います。 

 これは、先ほど言いましたように、今後、画期的なんですけれども、各都道府県の性暴力被害者のためのワンス

トップ支援センターに契約書を書いてしまった人の相談とかが行くことになるんですけれども、結局、このアダ

ルトビデオの出演、やめたらいいですよとアドバイスしても、いや、生活していけないんです、居場所がないんで

す、あるいはお金を返せないんですとか、根本は、残念ながら、多くの場合、貧困なんですよね。 

 就労支援、福祉の支援、あるいは住む場所の支援などをセットでワンストップ支援センターと連携してやって

いただかないと、この問題ははっきり言って内閣府だけでは対応できないと思うんですけれども、その辺り、ワ

ンストップ支援センターと、福祉や就労や、あるいは若年者の家出や虐待をされた方々の居場所ですね、またア

ウトリーチも含めて、そういうものの整備について、後藤大臣、答弁をお願いいたします。 

○後藤国務大臣 婦人保護事業につきましては、生活困窮、性犯罪、性暴力被害など、女性の抱える問題が多様

化、複雑化している中で、その抱えている問題やその背景、心身の状況等に応じて適切な支援を受けられるよう

に、多様な支援を包括的に提供するための体制整備が重要でございます。 

 こうした支援を提供するためには、今委員御指摘のあったような、性暴力、性犯罪被害者のためのワンストッ

プ支援センターを、あるいはそれを所管する内閣府を含めて、関係省庁の施策の連携が重要だというふうに考え

ています。 

 支援に関係する機関等の連携体制の構築を目指す、困難な問題を抱える女性支援連携強化モデル事業を活用す

るなどして、関係省庁としっかり連携して、適切な支援に取り組んでいきたいというふうに思います。 

 また、様々な困難を抱えた若年女性は、自ら悩みを抱え込んでいることで問題が顕在化しにくいという問題も

ありまして、公的な支援につながりにくい側面があることも指摘されておりますし、認識しております。公的機

関と民間団体が密接に連携して、個々のケースに応じたきめ細かな支援を実施していくということが非常に重要

だと思います。 

 平成三十年にモデル事業として立ち上げた若年被害女性等支援事業を令和三年度から本格的に実施に移行させ

まして、地方自治体、ＮＰＯ等の民間団体が連携して、待ちの姿勢ではなくて、アウトリーチからの相談対応や居

場所の提供、自立支援等を実施する事業への国庫補助を行うなどして、そうしたものも一体として実行をしてい

くということでしっかりとサポートしていきたいというふうに思います。 

○山井委員 一言で言えば、これだけアダルトビデオの被害者が出ているというのは、私は福祉の敗北だと思う

んです。やはり、私も福祉をライフワークとしておりますが、しっかり厚生労働省としても頑張っていただきた

いと思います。 

 それで、林局長にお伺いしたいと思います。 

 ちょっと質問通告には入っていないんですけれども、昨日の塩村議員の内閣委員会での質疑を昨夜ちょっと聞

いておりまして、今、実は、性行為を伴うアダルトビデオは禁止するということを法制化できないかという議論

が出てきております。 

 それについて、林局長は昨日、塩村議員に対して三点挙げておられるんですね。今までそのようなことが国会

で議論されていない、また政府の審議会でも議論されていない、また性行為を伴うアダルトビデオが違法とされ

ていない判例もある、そういうふうなことで、なかなかすぐには困難じゃないかというような答弁をされていた

んですが、ここはちょっと、今、私たちも与野党あるいは団体の方々と議論しているところなので、答えられる範



囲で、昨日と同じ趣旨の答弁でも全然構わないんですけれども、やはり、いわゆる性行為を伴うアダルトビデオ

の禁止の法規定が、現時点で、昨日困難だという答弁をされたんですけれども、その辺りについて、林局長さん、

内閣府の認識をお願いいたします。 

○林政府参考人 お答え申し上げます。 

 まず、一般論として申し上げますと、ある行為を規律するためには、その行為を的確に定義をする必要がござ

います。一つの法律の中で、ある行為に関する契約を規律する一方で、その行為自体を禁止した場合、論理的な整

合性を図ることは困難ではないかと考えられます。 

 また、ＡＶ出演契約につきまして、判例を見ますと、例えば、刑事事件において、芸能プロダクションである有

限会社及びその代表者らが、雇用した労働者をアダルトビデオ制作会社に派遣した事案について、アダルトビデ

オへの出演行為は労働者派遣法第五十八条の公衆道徳上有害な業務に該当するとした裁判例があります。他方で、

プロダクションが、アダルトビデオ出演の専属契約に違反したとしてアダルトビデオの女優に対して損害賠償を

請求した事案について、アダルトビデオ出演の専属契約を有効とした上で、女優が損害賠償義務を負うとした判

例もあるということで、様々な判例がある状況でございます。 

 また、政府部内では、現在、ＡＶを禁止する法律を検討している審議会はございません。 

 このような状況を踏まえますと、ＡＶ禁止法を現時点で直ちに制定をするのは困難であると言わざるを得ない

というふうに考えている次第でございます。 

○山井委員 今のが政府の認識でありましたが、またこのことは支援団体の方々とともに議論を続けていきたい

と思っております。 

 もう時間が来ましたので、最後、要望だけに終わらせていただきますが、今、別に私、女性の方から聞いたんで

すけれども、女性のトイレに入ると、ＤＶ相談何番という、そういうステッカーが貼ってあると女性の方から聞

いたんですけれども、例えばＤＶとアダルトビデオをセットで、やはり、是非是非お願いしたいのは、幾ら法律を

作っても、ほとんどの人は知らないんですよ、はっきり言いまして。これは業者にも知ってもらわないと駄目だ

し、今増えている個人撮影の人にも知ってもらう必要があるんです。 

 二年間は無条件に取り消せるんです、このことを多くの女性の方々、男性の方々、業者の方、一般の国民も知ら

ないと、幾ら法律を作っても被害者は増え続けますので、そういう分かりやすい、ＤＶとアダルトビデオをセッ

トにした、今言ったように、二年間は取り消せるんです、無条件に、撮影したり契約したらもう終わりじゃないん

ですというような分かりやすいポスター、パンフレット、インターネットでの発信、それとステッカーなどもお

願いできればと思います。 

 以上で終わります。ありがとうございます。 


